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資料４ 用語の説明

◇アルツハイマー型認知症

脳内にたまった異常なたんぱく質により神

経細胞が破壊され、脳に萎縮がおこる。昔のこ

とはよく覚えているが、最近のことは忘れてし

まう。軽度の物忘れから徐々に進行し、やがて

時間や場所の感覚がなくなっていく。

◇ＥＰＡ（経済連携協定）

２以上の国（又は地域）の間で、貿易の自由

化に加え、投資、人の移動、知的財産の保護、

様々な分野での協力の要素等を含む幅広い経

済関係の強化を目的とする協定。ＥＰＡの発効

により、原則として外国人の就労が認められて

いない介護分野において、一定の要件（母国の

看護学校卒業者等）を満たす外国人が、日本の

介護福祉士国家資格の取得を目的とすること

を条件に、特別養護老人ホーム等において就

労・研修することを特例的に認めている。2018

年３月現在、インドネシア、フィリピン、ベト

ナムの３か国から受入れを実施している。

◇医療提供施設

病院、診療所、介護老人保健施設、調剤を実

施する薬局その他の医療を提供する施設。

◇医療療養病床

⇒療養病床を参照

◇ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング）

命に関わる大きな病気やけがをしたとき、人

生の最終段階において、そのような医療やケア

を望んでいるのか、大切にしていることや望み

について、自ら考え、また、家族や本人が信頼

する人たちと話し合うこと。

◇エンディングノート（ACP ノート）

人生の終盤に起こりうる万一の事態に備え

て、治療や介護、葬儀などについての自分の希

望や、家族への伝言、連絡すべき知人のリスト

などを記しておくノート。

◇介護医療院

「日常的な医学管理」や「看取り・ターミナ

ルケア」等の医療機能と「生活施設」としての

機能とを兼ね備えた新たな介護保険施設。2018

年に創設された。

◇介護サービス

介護保険に基づく要介護(支援)認定者を対

象としたサービスの総称であり、居宅サービス、

施設サービス及び地域密着型サービスをいう。

◇介護サービス事業者

介護保険法に基づき、知事や市町長の指定を

受け、介護サービスを提供する者。

◇介護支援専門員（ケアマネジャー）

⇒ケアマネジャーを参照

◇介護施設

本計画上の定義として、介護保険施設、地域密

着型介護老人福祉施設、特定施設（地域密着型を

含む）、認知症グループホームのことをいう。

◇介護専用型特定施設

特定施設（有料老人ホーム、養護老人ホーム、

軽費老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅）

のうち、入居者が要介護者とその配偶者（及び３

親等以内の親族等）に限られているものをいう。

◇介護認定審査会

要支援・要介護の審査・判定のため、市町が

設置する組織。保健、医療、福祉の学識経験者

を市町村長が委員として任命する。なお、介護

認定審査会は、地方自治法上の附属機関に該当

し、複数の市町村で共同設置することができ、

広域連合や一部事務組合が設置することもで

きる。

◇介護の未来ナビゲーター

介護の未来ナビゲーターは、若い世代の介護

の仕事への理解を深めるため、出前講座やイベ

【あ】 【か】
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ント等を活用した情報発信活動を行う県内介

護サービス事業所で働く若手介護職員。静岡県

知事から委嘱を受け、活動している。

◇介護福祉士

社会福祉士及び介護福祉士法に基づいて国家

資格として確立された福祉専門職であり、専門知

識と技術を持って、心身の障害で日常生活に支障

がある人に対する身体介護や自立支援、介護者に

対する介護指導を行う者をいう。

◇介護保険施設

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護

医療院、介護療養型医療施設の総称である。

◇介護保険法

加齢に伴って生ずる心身の変化により、介護を

必要とする状態になった人について、その有する

能力に応じ自立した日常生活を営むことができ

るよう、国民の共同連帯の理念に基づき、必要な

サービスの給付を行う介護保険制度の根拠とな

る法律であり、2000年４月に施行された。

◇介護マーク

認知症の人を介護する家族からの要望を受

けて、静岡県が 2010 年に作成した介護中であ

ることを表示するマーク。

◇介護マーク普及協力事業所

事業活動に際して可能な範囲で「介護マー

ク」の普及に協力することを申し出ていただい

た事業所に対して、県が「協力事業所」として

指定した事業所。

◇介護予防事業

本計画上の定義として、介護予防・日常生活

支援総合事業のうち、生活支援サービスを除く

事業のことをいう。

◇介護予防・日常生活支援総合事業

市町が中心となって、地域の実情に応じて、

住民をはじめ多様な主体が参画し、多様なサー

ビスを充実することで、地域の支え合い体制づ

くりを推進し、要支援者等に対し効果的かつ効

率的な支援等を提供する事業。従来、予防給付

として実施されていた介護予防訪問介護、介護

予防通所介護を移行するなど、要支援者等に対

して必要な支援を行う介護予防・生活支援サー

ビス事業と、第１号被保険者に対して体操教室

等の介護予防を行う一般介護予防事業がある。

◇介護離職

家族などの介護のためにやむを得ず仕事を

やめることをいう。

「一億総活躍社会」の実現に向けた基本方針

のひとつである「安心につながる社会保障」に

おいて、この介護離職をなくすことを目的に、

「介護離職ゼロ」として、在宅や施設でのサー

ビスの整備の加速化、介護人材の確保による必

要な介護サービスの確保、介護休業を取りやす

くするための働く環境改善・家族支援に取り組

むこととしている。

◇介護療養病床

⇒療養病床を参照

◇介護ロボット

上肢や下肢に装着して運動機能等を補助し

たり、食事・入浴・排泄の支援、ベッドから車

椅子への移乗など、要介護者の生活の質の維

持・向上や、介護者の負担軽減に資する介護分

野で使用されるロボットをいう。国は、高齢者

人口の増加や介護職員不足に対応するため、介

護ロボットの開発・導入を進めている。

◇回復期病院

本計画上の定義として、急性期を経過した患

者への在宅復帰に向けた医療やリハビリテー

ションを提供する機能を有する病院をいう。

◇かかりつけ医

なんでも相談できる上、最新の医療情報を熟知

して、必要な時には専門医、専門医療機関を紹介

でき、身近で頼りになる地域医療、保健、福祉を

担う総合的な能力を有する医師をいう。

◇かかりつけ薬局

患者さんが飲んでいる薬を一元的に、継続的

に管理し、いつでも相談に応じる薬局。

複数の医療機関からの薬の重複や危険な飲

み合わせ（相互作用）等の確認や訪問薬剤管理、

薬や健康に関する相談等を通じて薬物療法の
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有効性・安全性を確保する。

◇看護小規模多機能型居宅介護事業所

介護保険法により、複合型サービス（小規模

多機能型居宅介護（訪問、通い、宿泊）に加え、

必要に応じて訪問看護を提供するサービス）を

提供する事業所として市町長の指定を受けた

ものをいう。

◇鑑別診断

鑑別診断では、認知症の有無、原因疾患、重

症度などを見極めるために診察を行う。認知症

の専門医が、心理検査や血液検査などを基に行

うものである。主に、①記憶力の低下、②認知

機能の低下、③行動・言語の変化の３つを見極

める。

◇機能強化型訪問看護ステーション

通常の訪問看護ステーションよりも、人員基

準が高めに設定されており、24 時間対応、ター

ミナルケア、重症度の高い患者の受入れを行い、

同一敷地内に居宅介護支援事業所を設置する

ことで、医療と介護の一体的なサービスを提供

する機能を持った訪問看護ステーションをい

う。

◇キャラバン・メイト

認知症サポーター養成講座の講師役であり、

自治体等が主催するキャラバン・メイト養成研

修を修了し、全国キャラバン・メイト連絡協議

会に登録された者をいう。

◇キャリアパス制度

中長期的な職業経歴上の道筋で、能力、資格、

経験に応じた給与・処遇体系を定める制度のこ

と。

◇急性期病院

本計画上の定義として、急性期の患者に対し、

状態の早期安定化に向けて、医療を提供する機

能を有する病院をいう。

◇居住系サービス

本計画上の定義として、居宅サービス等のうち、

実質的には施設に入居して介護サービスの提供

を受ける「特定施設入居者生活介護」（地域密着

型を含む）や「認知症対応型共同生活介護（グル

ープホーム）」のことをいう。

◇居宅サービス

訪問介護、訪問看護、通所介護、通所リハビリ

テーション、短期入所生活介護、福祉用具貸与等

の在宅で生活する要介護者及び要支援者を対象

としたサービスをいう。

◇ケアマネジャー（介護支援専門員）

要介護（支援）認定者や家族等から相談を受

け、その心身の状況に応じ、適切なサービスを

組み合わせた介護サービス計画（ケアプラン）

を作成し、市町、介護サービス事業者、介護保

険施設等との連絡調整を行う者をいう。

◇ＫＤＢ（国保データベース）システム

国保保険者や後期高齢者医療広域連合におけ

る保健事業の計画の作成や実施を支援するため、

国保連合会が「健診・保健指導」、「医療」、「介護」

の各種データを利活用して、「統計情報」や「個

人の健康に関するデータ」を作成するシステム。

◇健康寿命

介護等を必要とせず、日常的に制限なく自立

した生活ができる期間をいう。

◇健康マイレージ

日々の運動や食事、休養などの目標を達成で

きた場合や、健康診断の受診、健康講座やスポ

ーツ教室、ボランティアなどの社会参加を行っ

た場合にポイントを付与し、一定のポイントを

達成した人には、「ふじのくに健康いきいきカ

ード」を発行し、「ふじのくに健康いきいきカ

ード協力店」でサービスが受けられる制度。

◇言語聴覚士（ＳＴ）

厚生労働大臣の免許を受けて、言語聴覚士の

名称を用いて、音声機能、言語機能又は聴覚に

障害のある者についてその機能の維持向上を

図るため、言語訓練その他の訓練、これに必要

な検査及び助言、指導その他の援助を行う者を

いう。
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◇高度急性期病院

本計画上の定義として、急性期の患者に対し、

状態の早期安定化に向けて診療密度が特に高

い医療を提供する機能を有する病院をいう。

◇高度薬学管理機能

抗がん剤等の副作用に注意を要する薬を使

用する患者に対して、専門的な知識、技術等を

持つ薬剤師が医療機関と連携して対応する機

能をいう。

◇高齢者虐待

高齢者が他者からの不適切な扱いにより権

利利益を侵害される状態や、生命・健康・生活

が損なわれるような状態に置かれることをい

う。傷害や拘束による身体的加害、脅迫や言葉

の暴力による心理的加害、搾取や横領といった

経済的加害などの積極的・直接的な人権侵害だ

けではなく、無視や保護の放棄、更衣や排泄等

の際に心情を考慮しない行為といった消極

的・間接的な行為による人権侵害も虐待行為に

含まれる。

◇高齢者雇用推進コーディネーター

高齢者と企業のマッチング支援を一元的に

行う者。企業訪問による高齢者の就労の場の開

拓、就労条件等の職場環境改善のための助言、

高齢者雇用にかかる助成金情報の提供等を行

う。

◇高齢者の生活と意識に関する調査（生活意識

調査）

⇒生活意識調査を参照

◇高齢者保健福祉圏域

老人福祉法の老人福祉圏域であり、都道府県

介護保険事業支援計画において、介護給付等対

象サービスの見込量を定める単位となる区域

で、本県では８圏域を定めている。老人福祉圏

域は、保健医療サービス及び福祉サービスの連

携を図るため、２次保健医療圏と一致させるこ

とが望ましいとされており、本県では一致した

圏域としている。

◇互助

家族・友人・近隣住民など、個人的な関係性を

持つ人同士が助け合い、それぞれが抱える生活上

の課題をお互いに解決しあう力。相互に支え合う

点では、共助と共通するが、共助は費用負担が制

度として裏付けられている（医療保険、介護保険

など）。

地域包括ケアシステムにおいては、様々な生活

上の課題を「自助・互助・共助・公助」の連携に

よって解決する取組が必要となる。

◇個別ケア

効率性が重視された「集団ケア」に対して、入

所者一人ひとりの個性や生活リズムを尊重して

提供する介護サービスの手法。個別ケアを実践す

る手法の一つとして「ユニットケア」がある。

◇サービス付き高齢者向け住宅

高齢者の居住の安定確保に関する法律に基づ

き登録された住宅で、主に60歳以上の入居者に

対し、状況把握及び生活相談サービスを提供する。

大半が食事提供等も行うため老人福祉法に基づ

く有料老人ホームにも該当する。

◇災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）

⇒ＤＷＡＴを参照

◇在宅

本計画上の定義として、認知症グループホー

ムを除く自宅と、介護老人福祉施設（地域密着

型を含む）及び特定施設（地域密着型を含む）

を除く老人ホームのことをいう。

◇在宅医療

本計画上の定義として、入院以外で提供され

る医療のことをいう。

◇在宅歯科医療推進室

在宅等において療養し、疾病、傷病、障害等の

ため通院による歯科治療が困難な者に対する歯

科医療提供体制の充実を図るため、県民や医療機

関、介護事業者に対し歯科訪問診療実施医療機関

の情報提供を行うとともに、在宅歯科医療に関す

る相談に応じる機関。県歯科医師会に設置。

【さ】

318



第４部 資料編

◇在宅療養後方支援病院

当該病院を緊急時に入院を希望する病院と

してあらかじめ当該病院に届け出ている患者

（入院希望患者）に対して在宅医療を提供して

いる医療機関と連携し、３月に１回以上、診療

情報の交換を行っており、緊急時にいつでも対

応し、必要があれば入院を受入れる病院。200

床以上の病院であることが要件。

◇在宅療養支援病院

地域における患者の在宅療養の提供に主た

る責任を有し、訪問看護ステーション等との連

携により、24時間体制で往診や訪問看護を実施

できる体制を有し、かつ、緊急時に在宅療養患

者が入院できる病床を常に確保している病院。

半径４㎞以内に診療所がないか、又は、200 床

未満の病院であることが要件。

◇作業療法士（ＯＴ）

厚生労働大臣の免許を受けて、作業療法士の

名称を用いて、医師の指示の下に、身体又は精

神に障害のある人に対し、主に手先を使う作業

療法（手芸、工芸、治療的ゲーム等）を用いて

日常生活を営むための訓練等を行う者をいう。

医療機関や福祉施設等に従事する。

◇サテライト型

地域の実情等により効率的な事業実施のため

に、訪問看護等において、本体事業所と密接な連

携を図ることを前提として別の場所に設置され

る従たる事業所をいう。

◇静岡県医療費適正化計画

高齢者の医療の確保に関する法律による「医

療費適正化を推進するための計画」に位置付け

られるもので、「住民の健康の保持」と「医療

の効率的な提供の推進」について、国と政策目

標を共有し、県民、医療保険者、医療機関、市

町等と協働して取り組んでいくための計画で

ある。

◇静岡県希望大使

認知症への社会の理解を深めるため、県が実

施する認知症の普及啓発活動や認知症サポー

ター養成等に協力し、認知症の人本人から自ら

の体験や希望等を発信する活動を行っていた

だく認知症の本人。厚生労働省の認知症本人大

使「希望大使」の地方版として県が委嘱してい

る。

◇静岡県健康増進計画

健康増進法第８条第１項の規定に基づく都

道府県健康増進計画であり、健康長寿日本一の

実現のため、「富国有徳の理想郷“ふじのくに”

づくり」を基本理念とし、「県民の健康寿命の

延伸と生活の質の向上」を目標に掲げた本県の

健康づくりの基本計画。

◇静岡県社会福祉人材センター

社会福祉法に基づき、社会福祉施設等への就

労に関する無料職業紹介や福祉従事者への各

種研修等を行う機関。静岡県では、社会福祉法

人静岡県社会福祉協議会が運営を行っている。

◇静岡県住宅マスタープラン

静岡県住生活基本計画と静岡県高齢者居住

安定確保計画を兼ねる計画。

静岡県住生活基本計画は静岡県総合計画の

分野別計画であり、「住生活基本法」(平成 18

年法律第 61 号)第 17 条の規定に基づき、県民

の住生活の安定の確保及び向上の促進を図る

ため、住宅政策を総合的かつ計画的に推進する

ことを目的に策定したもの。

◇静岡県地域医療構想

医療需要の将来推計をもとに 2025 年の４つ

の機能（高度急性期・急性期・回復期・慢性期）

ごとの必要病床数、在宅医療等の必要量を推計

し、バランスのとれた医療機能の分化と連携を

適切に推進し、急性期から退院時の支援、在宅

医療・介護までの一連のサービスを切れ目なく

総合的に確保するため、将来のあるべき医療提

供体制の方向性を明示したもの。

◇静岡県保健医療計画

医療法による「医療提供体制の確保を図るた

めの計画」に位置付けられるもので、県民がい

つでも、どこでも、安心して必要な保健医療サ

ービスが受けられる体制を整備するための保

健医療施策の基本指針。６疾病（がん、脳卒中、

心筋梗塞等の心血管疾患、糖尿病、肝炎、精神

疾患）、５事業（救急医療、災害時における医
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療、へき地の医療、周産期医療、小児救急を含

む小児医療）について、指標と数値目標を示し

ながら、２次医療圏ごとの医療連携体制構築を

進めるものである。

◇シズケア＊かけはし（静岡県地域包括ケア情

報システム）

シズケアサポートセンターを設置する静岡

県医師会において、在宅医療分野における連携

を目的に2012年度から稼動した「静岡県版在宅

医療連携ネットワークシステム」を、2016 年

度に地域包括ケアのプラットフォームとして

機能を追加した。多職種間での患者情報の共有

のほか、施設・サービス情報の検索や患者との

マッチング、システム利用者間の交流及び情報

発信を行うことのできる多機能型システム。

◇自宅

人口動態統計における自宅のこと。持ち家、

賃貸住宅（有料老人ホームではないサービス付

高齢者向け住宅やシルバーハウジング等を含

む）、グループホームなどのこと。

◇社会健康医学

伝統的な公衆衛生学にゲノム医学や医療ビ

ックデータ解析などの新しい学術領域を加え

ることで、社会における人の健康を幅広い視点

から考究、社会実装する学問。

◇社会福祉協議会

地域福祉の推進を図ることを目的として、社

会福祉法に基づき設立される民間団体をいう。

市町村社会福祉協議会は、原則として市町村ご

とに一つ設置され、社会福祉を目的とする事業

の企画・実施、住民の社会福祉活動への参加の

援助等を行う。県社会福祉協議会は、広域的な

見地から事業を実施するとともに、人材の養成、

市町村社会福祉協議会相互の連絡・調整を行う。

◇社会福祉士

社会福祉士及び介護福祉士法に基づいて国家

資格として確立された福祉専門職で、身体や精神

の障害により日常生活に支障がある人や家族に

対し助言等を行う者をいう。

◇社会福祉施設

生活保護法の保護施設、老人福祉法の老人福

祉施設、障害者総合支援法の障害者支援施設、

児童福祉法の児童福祉施設、売春防止法の婦人

保護施設をいう。

◇若年性認知症

65 歳未満で発症する認知症のことをいう。

働き盛りで発症することから、就労や家事・育

児への影響など、高齢期の認知症とは異なる課

題がある。

◇就労的活動支援コーディネーター

役割がある形での高齢者の社会参加等を促

進するため、就労的活動の場を提供できる民間

企業等と就労的活動を実施したい事業者等と

をマッチングし、高齢者個人の特性や希望に合

った活動をコーディネートする者をいう。

◇住宅確保要配慮者

高齢者、低額所得者、子育て世帯、障害者、

被災者など、経済的、社会的理由によって、市

場において自力で適正な水準の住宅を確保す

ることが困難であり、住宅の確保に特に配慮を

要する者をいう。

◇主任介護支援専門員

「主任介護支援専門員研修」を修了した介護

支援専門員であって、介護支援専門員が日常的

業務を行う上での相談・支援や困難事例への指

導・助言を行うなど、地域における包括的・継

続的なケアマネジメントを担う。地域包括支援

センター、居宅介護支援事業所等に従事する。

◇身体介護

訪問介護サービスのうち、食事介助、着替え、

おむつ交換等利用者の身体に直接触れて行うサ

ービスのこと。これに対し、掃除、洗濯、調理な

ど利用者の生活の手伝いをするサービスを「生活

援助」という。

◇身体拘束

介護保険施設等において入所者をベッドや車

いすに縛りつけたり、ベッドを柵で囲むなど、入

所者の身体の自由を奪うこととなる行為形態。介

護保険施設の運営基準においては、「入所者の生
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命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場

合」を除いて禁止されている。

◇身体拘束ゼロ作戦

身体拘束は、人権擁護の観点から問題がある

だけでなく、高齢者の生活の質を根本から損な

う危険性を有している。身体拘束のないケアの

実現に向け、「身体拘束ゼロ作戦」として、国、

県、介護現場等が一体となって様々な取組を進

めている。

◇身体拘束ゼロ宣言

身体拘束ゼロを目指して取組を実施している

事業所が行う宣言。

◇すこやか長寿祭

高齢者のふれあいと生きがいづくり、世代間交

流の促進のために開催する、60歳以上の県民を対

象としたスポーツ・文化交流大会や美術展等をい

う。

◇住まい

本計画上の定義として、人口動態統計におけ

る自宅と老人ホームを合わせたもの。

◇生活意識調査（高齢者の生活と意識に関する

調査）

県内の高齢者の生活実態や意識を把握し、長寿

社会保健福祉計画策定の基礎資料とするため、計

画策定の前年度に県が共通調査票の作成、集計を、

市町が調査の実施等を行っている。

◇生活援助

訪問介護サービスのうち、掃除、洗濯、調理な

ど利用者の生活の手伝いをするサービスのこと。

これに対し、食事介助、着替え、おむつ交換等利

用者の身体に直接触れて行うサービスを「身体介

護」という。

◇生活支援コーディネーター(地域支え合い推

進員)

高齢者の生活支援等サービスの体制整備を

推進していくことを目的に、地域において、生

活支援等サービスの提供体制の構築に向け資

源（サービス）開発や関係者間のネットワーク

の構築を行う者をいう。

◇生活支援サービス

高齢者をはじめ住民の日常生活を支えるサ

ービス。見守り、外出支援、買い物、調理、掃

除などがこれにあたり、サービス提供の主体を

限定するものではない。

◇生活相談員

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）等

において、入所の相談・面接、入所者の生活に

関する相談、行政や医療機関等との連絡調整を

行う者をいう。

◇生産年齢人口

年齢別人口のうち労働力の中核をなす 15 歳

以上 65 歳未満の人口層。

◇摂食嚥下リハビリテーション

口から食事ができるよう、嚥下障害の評価や

口腔ケア、噛み合せの回復、嚥下訓練などを行

うことをいう（嚥下：口の中の食物をのみ下す

こと）。

◇全国健康福祉祭（ねんりんピック）

スポーツや文化・芸術活動等を通じて、60 歳

以上の方を中心とする国民の健康の保持・増進、

社会参加、生きがいの高揚等を図り、ふれあい

と活力のある長寿社会の形成に寄与すること

を目的に、1988 年から毎年開催されている全国

的規模の祭典をいう。2006 年には、静岡県で「ね

んりんピック静岡２００６（第 19 回全国健康

福祉祭しずおか大会）」が開催された。

◇前頭側頭葉型認知症

脳の前頭葉や側頭葉で、神経細胞が減少して

脳が萎縮する病気。感情の抑制がきかなくなっ

たり、社会のルールを守れなくなるといったこ

とが起こる。

◇ターミナルケア

終末期ケアとも呼ばれ、一般的には人生の最

終段階において、最期までその人らしくあるよ

う、生活の質の向上を重視して提供される医療、

看護、介護を表現するものとして使われている。

【た】
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◇第１号被保険者

市町村の住民のうち、65 歳以上の人をいう。

◇退院支援カンファレンス

退院に向けて患者とその家族が、病院内の関

係者（主治医、病棟看護師、退院調整担当者等）

や在宅療養の関係者（かかりつけ医、訪問看護

師、介護支援専門員等）とともに、退院に関わ

る問題の明確化や目標の共有を目的に実施す

る話し合い。

◇第２号被保険者

市町村の住民のうち、40 歳以上 65 歳未満の

医療保険加入者（被保険者、組合員等、被扶養

者）をいう。

◇多床室

介護保険施設等において複数のベッドを備え

ている部屋のことで４人部屋が多く、プライバシ

ーの確保が難しい反面、個室と比べ費用が安い。

◇団塊の世代（団塊ジュニア）

団塊の世代とは、第二次世界大戦後のベビー

ブーム（1947 年から 1949 年）に生まれた世代

の塊をいう。

団塊ジュニアとは、1971 年から 1974 年に生

まれた世代のこと。

◇地域医療介護総合確保基金

消費税増収分を財源として各都道府県に設

置している基金で、地域医療構想を実現するた

めの施策など、毎年度作成する事業計画に基づ

き基金を活用した事業を実施している。

◇地域医療構想調整会議

構想区域ごとに、医療関係者、医療保険者そ

の他の関係者から構成する医療法第 30 条の 14

に基づく会議体で、関係者との連携を図りつつ、

将来の病床の必要量を達成するための方策、そ

の他の地域医療構想の達成を推進するため必

要な協議を行う。

◇地域共生社会

制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受

け手」という関係を超えて、地域住民や地域の

多様な主体が「我が事」として参画し、人と人、

人と資源が世代や分野を超えて「丸ごと」つな

がることで、住民一人ひとりの暮らしと生きが

い、地域をともに創っていく社会のこと。

◇地域ケア会議

市町や地域包括支援センターが多職種で高

齢者への適切な支援と必要な支援体制を検討

する会議。個別ケースの解決を行う個別会議と

地域課題の解決や施策形成等に繋げる推進会

議がある。自立支援、介護予防・重度化防止の

視点を重視した自立支援型の個別会議の充実

が求められている。

◇地域支援事業

被保険者が要支援・要介護状態になることを

予防するとともに、介護状態になった場合でも、

できる限り地域で自立した日常生活を営むこ

とができるよう支援することを目的として市

町村が行う事業をいう。2015 年の介護保険制度

の改正により、要支援者を対象とした予防給付

の訪問介護及び通所介護が地域支援事業に移

行されるとともに、包括的支援事業に在宅医

療・介護連携の推進、地域ケア会議の充実、認

知症施策の推進、生活支援サービスの体制整備

が新たに加わった。これにより、必須事業の介

護予防・日常生活支援総合事業（介護予防・生

活支援サービス事業、一般介護予防事業）、包

括的支援事業と任意事業（介護給付費等費用適

正化、家族介護支援等）により構成されている。

◇地域生活定着支援センター

障害及び高齢により福祉的な支援を必要と

する刑務所等出所者について、刑務所等入所時

から出所後の福祉サービス利用について調整

を行うなど、円滑に地域生活に移行するための

福祉的支援を行う機関。

◇地域福祉計画・地域福祉支援計画

市町が策定する地域福祉計画は、地域福祉を

推進する主体である住民等の参加を得て、地域

の生活課題を発見し、行政と住民等の協働によ

り解決することを目指す計画であり、地域にお

ける高齢者、障害のある人、児童、その他の福

祉に関して共通して取り組むべき事項が定め

られる。

県が策定する地域福祉支援計画は、市町が
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「地域福祉計画」の達成のために公私の協働で

進める取組を、県が広域的な見地から支援する

ために策定する計画である。

◇地域福祉コーディネーター（コミュニティソ

ーシャルワーカー）

地域において生活上の課題を抱える個人や

家族に対し、関係する様々な専門家や事業者、

ボランティア等との連携を図り支援する。

また地域の生活課題の共有化、住民のネット

ワーク形成など、課題解決に向けて活動する。

◇地域包括ケアシステム

地域の実情に応じて、高齢者が可能な限り、

住み慣れた地域で最期まで自分らしい生活を

送れるように、医療、介護、介護予防、住まい、

生活支援が包括的に確保される体制をいう。

◇地域包括支援センター

地域の高齢者の心と身体の健康の維持、保

健・福祉・医療の向上、生活の安定のために必

要な援助を包括的に行う中核機関であり、各市

町に設置されている。介護予防ケアマネジメン

ト、総合相談支援、権利擁護事業、包括的・継

続的ケアマネジメント業務を担う。

◇地域密着型サービス

小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能

型居宅介護、夜間対応型訪問介護、認知症対応

型通所介護など、介護を必要とする人が住み慣

れた地域での生活を支えるためのサービスを

いう。

◇地域リハビリテーション広域支援センター

厚生労働省が定める施設基準を満たす医療

機関の中から、二次医療圏ごとに指定する医療

機関で、圏域における地域リハビリテーション

の中核機関として多職種連携の推進や連絡協

議会の開催、リハビリテーション専門職の派遣

調整などを行う。

◇地域リハビリテーション協力機関

県が定める基準を満たす施設の中から、市町

等が実施する介護予防事業や地域ケア会議な

どへのリハビリテーション専門職の派遣に協

力できるものとして指定を受けた施設をいう。

◇地域リハビリテーションサポート医

リハビリテーションに関するかかりつけ医

や介護専門職への支援、多職種の連携作りの推

進役となる医師をいう。

◇地域リハビリテーション推進員

市町等が実施する介護予防事業などに対し

てリハビリテーションの視点から助言するリ

ハビリテーション専門職（理学療法士（PT)、

作業療法士（OT)、言語聴覚士（ST)）をいう。

◇チームオレンジ

認知症の人や家族の支援ニーズと認知症サ

ポーターを中心とした支援者をつなぎ、認知症

サポーターの近隣チームによる認知症の人へ

の早期からの継続的な支援活動をいう。

◇ＤＷＡＴ（災害派遣福祉チーム）

大規模災害発生時に福祉避難所等において、

要配慮者の福祉的ニーズを把握し生活の支援

に当たる社会福祉士や介護福祉士などから構

成される福祉専門職チーム。

※本県では令和３年４月から静岡ＤＣＡＴか

ら静岡ＤＷＡＴに名称を変更

◇特定保健指導

特定健診の結果により、一定の判定項目に該

当するものに対して、生活習慣の改善を目的に

行う保健指導をいう。

◇２次保健医療圏

医療法に基づき都道府県が定めるもので、特殊

な医療を除く入院医療に対応し、医療機関の機能

連携に基づく医療サービスと広域的・専門的な保

健サービスとの連携等により、包括的な保健医療

サービスを提供する圏域をいう。

◇日常生活圏域

地理的条件、人口、交通事情その他の社会的

条件等を総合的に考え市町が設定する区域を

いう。

◇日常生活自立支援事業

認知症、知的障害、精神障害等があるために

【な】
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判断能力が不十分な人に対して、自立した地域

生活が送れるように利用者との契約に基づい

て生活支援員を派遣し、福祉サービスの利用援

助、日常的な金銭管理などを行う事業。実施主

体である県社会福祉協議会からの委託により

市町社会福祉協議会が生活支援員の派遣等を

行う。

◇認知症カフェ

認知症の人やその家族、医療や介護の専門職、

地域の人など、誰もが気軽に参加できる「集い

の場」。

◇認知症基本法

令和６年１月１日に施行された「共生社会の

実現を推進するための認知症基本法」。認知症

の人を含めた国民一人ひとりがその個性と能

力を十分に発揮し、相互に人格と個性を尊重し

つつ支え合いながら共生する活力ある社会（＝

共生社会）の実現を推進することを目的として

いる。

◇認知症ケアパス

認知症発症予防から人生の最終段階まで、認

知症の容態に応じ、相談先や、いつ、どこで、

どのような医療・介護サービスを受ければいい

のか、これらの流れをあらかじめ標準的に示し

たもの。

◇認知症サポーター

地域、企業、学校等において、認知症に関す

る正しい理解や認知症高齢者に対する接し方

等について学ぶ「認知症サポーター養成講座」

の修了者であり、認知症の人や家族を温かく見

守る応援者をいう。

◇認知症サポート医

認知症の早期診断・早期対応の体制を構築

するため、かかりつけ医が適切な認知症診断

の知識・技術を習得する研修を実施したり、

地域連携の推進役となる医師。今後は、認知

症の方も暮らしやすい地域共生社会を実現す

るため、関係機関と連携し、行政に対して助

言を行い、共に地域活動を進めていく役割も

担う。

◇認知症疾患医療センター

認知症疾患における鑑別診断や専門医療相

談、医療機関等の紹介、地域保健医療・介護関

係者への研修や連携等を行い、都道府県又は指

定都市が指定する専門医療機関をいう。

◇認知症初期集中支援チーム

市町に設置され、複数の専門職（保健師、看

護師、介護福祉士、社会福祉士、精神保健福祉

士等）が、認知症が疑われる人、認知症の人と

その家族を訪問し、認知症の専門医による鑑別

診断等を踏まえて、観察・評価を行い、本人や

家族支援等の初期の支援を包括的・集中的に行

い、自立生活のサポートを行うチームをいう。

◇認知症施策推進大綱

令和元年６月にとりまとめられた国の認知

症施策に関する基本的な方針。認知症の発症を

遅らせ、認知症になっても希望を持って日常生

活を過ごせる社会を目指し認知症の人や家族

の視点を重視しながら｢共生｣と｢予防｣を車の

両輪として施策を推進することを基本的な考

え方としている。

◇認知症地域支援推進員

市町において医療機関や介護サービス及び

地域の支援機関の間の連携を図るための支援

や認知症の人やその家族を支援する相談業務

等を行うために配置された者をいう。

◇ねんりんピック

⇒ 全国健康福祉祭を参照

◇脳血管性認知症

脳梗塞や脳出血によって脳細胞に十分な血

液が送られずに、脳細胞が死んでしまう病気。

高血圧や糖尿病などの生活習慣病が主な原因。

脳血管障害が起こるたびに段階的に進行。障害

を受けた部位によって症状が異なる。

◇ノーマライゼーション

障害のある人もない人も、社会生活を送る中

で、社会的にも精神的にも分け隔てなく生活し、

共にいきいきと活動できる社会を目指す考え

方。
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◇パーソン・センタード・ケア

認知症をもつ人を一人の「人」として尊重し、

その人の立場に立って考え、ケアを行おうとす

る認知症ケアの一つの考え方。

◇ピアパートナー（ピアサポーター）

今後の生活の見通しなどに不安を抱えてい

る認知症の人に対し、認知症の本人が相談に乗

る（ピアサポート）活動を行う人のこと。

認知症の人に寄り添った取組であること示

すため、令和３年度より、ピアサポート活動支

援事業における「ピアサポーター」を、「ピア

パートナー」と改称した。

◇ＢＰＳＤ

認知症の行動と心理症状（Behavioral and

Psychological Symptoms of Dementia）の頭

文字をとったもの。記憶障害を始めとする中核

症状に対して、暴言や暴力、興奮、抑うつ、不

眠、昼夜逆転、幻覚、妄想、せん妄、徘徊など、

認知症の人の置かれている環境や人間関係、性

格などが絡みあって起きる症状のため、人それ

ぞれ表れ方が異なる。

◇避難行動要支援者

「要配慮者」（高齢者、障害のある人、乳幼

児その他の特に配慮を要する者）のうち、災害

発生時等に特に避難支援を要する者をいう。

◇標準化死亡比（ＳＭＲ)

ある集団の死亡率を年齢構成比の異なる集

団と比較するための指標で，集団について，実

際の死亡数と期待（予測）される死亡（集団の

年齢階層別の死亡率とその階層の人口をかけ

合わせたものの総和）の比。

◇福祉施設介護員

児童福祉施設、身体障害者福祉施設、老人福

祉施設その他の福祉施設において、入所者の身

近な存在として日常生活の身の回りの世話や

介助・介護の仕事に従事する者をいう。

◇福祉避難所

一般の避難所では避難生活が困難な要配慮

者のため、バリアフリー対策が施され、福祉サ

ービス等が受けられるよう、あらかじめ指定等

された社会福祉施設等をいう。

◇福祉用具専門相談員

福祉用具貸与事業所及び特定福祉用具販売

事業所（予防給付を含む。）において、要支援・

要介護認定者が福祉用具を選定する際に、専門

的知識に基づいて助言等を行う者をいう。

◇服薬アドヒアランス

患者自身が服薬治療への積極的な参加を行

い、理解して薬を服用することをいう。

◇ふじのくにささえあい手帳

認知症の人やその家族、医療や介護の専門職

が情報を共有し、認知症の人の想いを尊重し、

状態に応じて適切なサービスが提供されるこ

とを目的して、県医師会と協力して、2016年度

に作成した、本県独自の認知症連携パス。

◇ふじのくに障害者しあわせプラン

障害者基本法に基づく「障害者計画」、障害

者総合支援法に基づく「障害福祉計画」及び児

童福祉法に基づく「障害児福祉計画」に位置付

けられるもので、障害のある人が分け隔てられ

ない共生社会の実現を基本目標とする計画。

◇ふじのくにねっと

正式名称はふじのくにバーチャル・メガ・ホ

スピタル。県立総合病院が事務局を務めており、

県内各医療施設間で患者・診療情報を共有する

ためのＩＣＴネットワークセンター基盤を構

築し、病診連携・病病連携を始め、薬局や訪問

看護等の関連施設との情報共有の利便性向上

と効率化・迅速化を図っている。

◇ヘルプマーク・ヘルプカード

義足や人工関節を使用している人、内部障害

や難病の人、または妊娠初期の人など、外見か

ら分からなくても援助や配慮を必要としてい

る人が、周囲の人に配慮を必要としていること

を知らせることで、援助を得やすくすることを

目的としたマーク。

【は】
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◇訪問介護員（ホームヘルパー）

在宅の高齢者等の家庭を訪問して、介護や生

活支援を行う者をいう。介護福祉士等の資格が

必要である。サービスの実施主体である社会福

祉協議会や非営利団体、民間事業者などに所属

している。

◇訪問診療

在宅での療養を行っている患者であって、疾

病、傷病のために通院による療養が困難な者に

対して定期的に訪問して行われる診療。

◇訪問薬剤管理

薬剤師が医師・歯科医師の指示により居宅に

訪問して行う薬剤管理業務。

薬をきちんと服用できるよう、医師、患者等

への提案や残薬整理等を行うとともに、患者の

生活スタイルに合わせた服薬時間や飲みやす

い剤形、在宅医療等に必要な麻薬や輸液、医療

材料等の供給を行う。

◇ホームヘルパー

⇒ 訪問介護員を参照

◇慢性期病院

本計画上の定義として、ある程度病状が安定

し、長期にわたり療養が必要な患者を入院させ

る機能を有する病院をいう。

◇見守り・ＳＯＳ体制

行方不明になるおそれのある人の情報を事

前登録し、警察との共有を行うとともに、行方

不明者が発生した場合に、市町間で情報共有を

行う 2020 年度から実施している広域連携の体

制をいう。

◇民生委員・児童委員

民生委員法に基づいて厚生労働大臣から委

嘱された非常勤の地方公務員（任期３年、無報

酬）で、児童福祉法に定める児童委員を兼ねて

いる。一定の区域を担当し、自らも地域住民の

一員という性格をもって住民の見守りや相談

活動を行い、必要に応じて専門機関へつないだ

り、福祉サービスの情報提供などを行う。

◇有床診療所

19 床以下の病床を備え、通院治療及び必要が

あれば入院をして治療を行うことができる医

療機関をいう。

◇ユニットケア

特別養護老人ホーム等で、10 人程度の少人数

で１ユニットをつくり、個室と共同生活室（リ

ビング）という在宅に近い居住環境の中で、利

用者一人ひとりの個性や生活のリズムに合わ

せて、他の利用者との人間関係を築きながら日

常生活を過ごせるように介護を行うことをい

う。

◇養介護施設

老人福祉法に規定される老人福祉施設（地域

密着型施設を含む）や有料老人ホーム、介護保

険法に規定される介護老人福祉施設や介護老

人保健施設、介護療養型医療施設、地域包括支

援センター、その他サービス付き高齢者向け住

宅等で現に介護サービスを提供している居室

等を指す。

高齢者虐待においては、「養介護施設」の他、

老人福祉法に規定されている老人居宅生活支

援事業所、介護保険法に規定されている居宅サ

ービス事業・地域密着型サービス事業、居宅介

護支援事業・介護予防サービス事業・地域密着

型介護予防サービス事業・介護予防支援事業を

指す「養介護事業」を合わせた範囲を「養介護

施設等」の範囲としている。

◇養護者

同居・別居を問わず、高齢者を現に養護して

いる者であって養介護施設従事者等以外の者

をいう。

◇要配慮者

2013 年６月の災害対策基本法の一部改正に

より、これまで一般的だった「災害時要援護者」

という用語に替わって用いられている用語で、

高齢者、障害のある人、乳幼児その他の特に配

慮を要する人をいう。

【ま】
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◇ＲＵＮ伴

認知症になっても安心して暮らしていける

町を目指して、認知症の人や家族、支援者、一

般の人が少しずつリレーをしながらタスキを

繫いで全国を縦断する認知症啓発イベント。

◇理学療法士（ＰＴ）

厚生労働大臣の免許を受けて、理学療法士の

名称を用い、身体に障害のある人に対して、医

師の指示の下、運動療法や物理療法（熱や電気、

水などを用いた療法）等を用いた機能回復訓練

を行う者をいう。医療機関やリハビリ施設、福

祉施設等に従事する。

◇リビングウィル

自分で意思を決定・表明できない状態になっ

たときに受ける医療について、あらかじめ要望

を明記しておく文書。

◇療養病床

主として長期療養を必要とする患者のため

の病床として医療法上の許可を受けた病院・診

療所の病床（精神・感染症・結核病床を除く）

で、医療保険適用の医療療養病床と介護保険適

用の介護療養病床がある。

介護療養病床及び医療療養病床（診療報酬基

準上の看護師等の人員配置 25 対１）について

は、制度継続が 2023 年度末までとなっている。

◇レビー小体型認知症

脳内にたまったレビ－小体という特殊なた

んぱく質により脳の神経細胞が破壊されおこ

る病気。現実にはないものが見える幻視や、手

足が震えたり筋肉が固くなるといった症状が

現れる。

◇老人福祉法

高齢者の福祉に関する原理を明らかにする

とともに、高齢者に対して、その心身の健康保

持及び生活の安定のために必要な措置を講じ、

もって高齢者の福祉を図ることを目的に、1963

年に制定された。

◇老人ホーム

人口動態統計における老人ホームのこと。養

護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老

人ホーム及び有料老人ホーム（有料老人ホー

ムに当たるサービス付高齢者向け住宅を含

む）。

【ら】
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